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下関市立大学、山口経済研究所、山口フィナンシャルグループ、下関市、 

産官学金連携による人口問題の共同研究を推進 

 

下関市立大学、一般財団法人山口経済研究所、株式会社山口フィナンシャルグループ（ 以下、YMFG）、

下関市は、下関市の人口減少・少子化問題に関する産官学金連携による共同研究を推進しています。 

 

下関市では、多くの地方都市と同様に、人口減少（・少子高齢化問題が重要な政策課題となっています。

しかしながら、この問題に対し、産官学金が連携して調査研究を行う場はこれまでありませんでした。 

そこで、下関市立大学、地域シンクタンクである山口経済研究所、地域共創モデルの確立を目指す

YMFG、下関市は、産官学金の連携による課題解決アプローチの実現に向けて協議を行ってきました。 

2023年度は、YMFGの研究資金の支援の下で、下関市立大学の研究チームによる基礎的調査研究を

先行的に実施し、経済学部、データサイエンス学部、看護学部（ 新学部設置準備室）の 3学部の教員のグ

ループによる研究を行っています。 別紙参照） 

これらの結果をもとにさらに協議を行った結果、産官学金が越境して行う共同研究を、今後も継続的に

推進していくため内容を詰めております。今後、下関の人口減少・少子高齢化問題への解決に向け、産官

学金の 4者連携による課題解決に向けたアプローチを行っていく予定です。 

今後の研究を通じ、下関市の地域課題の解決に向け、実効性のある取組の実施へと発展させていくこと

を目指します。 

 

 

＜本件に関するお問い合わせ先＞ 

下関市立大学総務部総務課 内田）TEL 083）252-0288 












